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Ⅰ 調査の説明 

１ 調査目的 

  労働条件等実態調査は、県内の民間事業所における労働者の労働条件等の現状を把握し、今

後の労働行政運営の基礎資料を得ることを目的とする。 

 

２ 調査事項 

 （１）労働時間・休日制度等について 

 （２）育児休業制度等について 

 （３）介護休業制度について 

 （４）女性従業員の働く環境について 

（５）職場のハラスメント対策について 

（６）人材不足の状況について 

（７）非正規労働者の正社員化について 

（８）働き方改革について 

 

３ 調査時期 

  令和元年８月 31 日現在 

 

４ 調査地域 

  山形県内全域 

 

５ 調査方法等 

 （１）調査対象事業所 

    総務省「事業所母集団データベース（29 年次フレーム）」の事業所リストの中から、常用

労働者５人以上を雇用する事業所のうち、産業別、事業所規模別に所定の方法（100 人以上

悉皆調査）により抽出した 1,500 事業所。 

 （２）調査方法 

    郵送による調査 

 （３）集計方法 

    集計は、民間事業者に委託した。 

 

６ 利用上の注意 

（１）回答の構成比は百分率で表し、小数点第２位を四捨五入して算出している。従って、単

一選択式の質問においては、回答比率を合計しても 100.0％にならないことがある。 

   また、回答者が２つ以上の回答をすることができる多肢選択式の質問においては、各設

問の調査数を基数として算出するため、全ての選択肢の比率を合計すると 100.0％を超える。 

（２）集計表・グラフ及び文章中では、選択肢の語句を一部簡略化して表している場合がある。 

（３）集計表が二段組みの場合、上段は回答数であり、下段は回答の構成比を表すものである。
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７ 調査対象事業所及び集計事業所数 

産業分類名称 

調査対象 

事業所数 

（配布数） 

集  計 

事業所数 

（有効回収数） 

鉱業 10 6 

建設業 126 84 

食料品製造業 51 27 

飲料・たばこ・飼料製造業 5 4 

繊維工業 28 20 

木材・木製品製造業（家具を除く） 4 2 

家具・装備品製造業 7 5 

パルプ・紙・紙加工品製造業 3 1 

印刷・同関連業 9 5 

化学工業 12 11 

石油製品・石炭製品製造業 1 1 

プラスチック製品製造業 13 8 

ゴム製品製造業 1 1 

なめし革・同製品・毛皮製造業 2 2 

窯業・土石製品製造業 12 6 

鉄鋼業 4 3 

非鉄金属製造業 6 5 

金属製品製造業 22 15 

はん用機械器具製造業 7 5 

生産用機械器具製造業 39 31 

業務用機械器具製造業 11 10 

電子部品・デバイス・電子回路製造業 37 28 

電気機械器具製造業 19 13 

情報通信機械器具製造業 12 8 

輸送用機械器具製造業 25 15 

その他の製造業 8 5 

電気・ガス・熱供給・水道業 24 24 

情報通信業 23 8 

運輸業、郵便業       52 33 

卸売・小売業 315 184 

金融・保険業 38 21 

不動産業、物品賃貸業 21 8 

学術研究、専門・技術サービス 26 19 

宿泊業、飲食サービス業 124 45 

生活関連サービス業、娯楽業 45 16 

教育、学習支援業 29 19 

医療、福祉 212 146 

複合サービス事業 28 22 

サービス業（他に分類されないもの） 89 46 

合          計 1,500 912 
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Ⅱ 調査結果の要約 

 

１ 労働時間・休日制度等について 

（１）平均週所定労働時間 

 

 

 

 第１表 週 40 時間達成事業所の割合の推移 

年   度 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

週 40 時間達成割合 92.8％ 91.4％ 93.4％ 93.4％ 92.6％ 92.9％ 

第２表 １事業所平均週所定労働時間の推移 

年   度 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

平均週所定労働時間 

（全国平均） 

39:31 

(39:26)  

39:26 

(39:26) 

39:15 

(39:25) 

39:17 

（39:31） 

39:23 

（39:26） 

39:22 

（－） 

第３表 労働者１人平均週所定労働時間の推移 

年   度 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

平均週所定労働時間 

（全国平均） 

38:57 

（39:03） 

38:51 

（39:04） 

38:39 

（39:01） 

38:52 

（39:02） 

38:55 

（39:03） 

38:55 

（－） 

  ※ 全国平均「就労条件総合調査」：調査対象は常用労働者が 30 人以上の民営法人 

（２）週休制 

 

 

第４表 週休２日制を採用する事業所数割合の推移 

年   度 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

週休２日制採用割合 

（全国平均） 

81.5％ 

（85.2％） 

83.4％ 

（88.6％） 

83.6％ 

（87.2％） 

83.6％ 

（84.1％） 

84.3％ 

（82.1％） 

85.0％ 

（－） 

  ※ 全国平均「就労条件総合調査」 

（３）年次有給休暇 

 

 

 

 

第５表 年次有給休暇の推移 

年  度 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

新規付与日数 17.9 日 17.8 日 17.6 日 17.1 日 17.3 日 17.3 日 

（全国平均） （18.4 日） （18.1 日） （18.2 日） （18.2 日） （18.0 日） （－） 

平均取得日数 10.2 日 9.0 日 8.7 日 8.8 日 9.3 日 9.6 日 

（全国平均） （8.8 日） （8.8 日） （9.0 日） （9.3 日） （9.4 日） （－） 

平均取得率 56.9％ 50.5％ 49.7％ 51.3％ 53.9％ 55.7％ 

（全国平均） （47.6％） （48.7％） （49.4％） （51.1％） （52.4％） （－） 

※ 全国平均「就労条件総合調査」 

  

● 「何らかの週休２日制」を採用している事業所数割合は、85.0％となっている。 

● 年次有給休暇の新規付与日数は、平均 17.3 日となっている。 

● 年次有給休暇の平均取得日数は、9.6 日となっている。 

● 年次有給休暇の取得日数の割合（取得率）は、55.7％となっている。 

● １事業所平均週所定労働時間は、39 時間 22 分となっている。 

● 労働者１人平均週所定労働時間は、38 時間 55 分となっている。 



 

（４）年次有給休暇の取得単位

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）年次有給休暇の計画的付与制度

 

 

 

第２図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）年間休日

 

 

 

第６表 年間休日総数の推移

年   

１事業所平均

（全国平均）

労働者１人平均

（全国平均）

 ※ 全国平均「就労条件総合調査」

 

● １事業所平均の年間

● 労働者１人平均の年間休日総数は、

● 年次有給休暇を計画的に付与する制度のある事業所数割合は、

● 計画的付与日数

● 年次有給休暇を

取得できる

制度がない

53.6%

（４）年次有給休暇の取得単位

）年次有給休暇の計画的付与制度

 年次有給休暇の計画的付与制度別事業所数割合

）年間休日 

年間休日総数の推移

   度 平成

１事業所平均 

（全国平均） (107.5

労働者１人平均 

（全国平均） (113.2

全国平均「就労条件総合調査」

１事業所平均の年間

労働者１人平均の年間休日総数は、

年次有給休暇を計画的に付与する制度のある事業所数割合は、

計画的付与日数

年次有給休暇を

取得できる制度のある事業所数割合は

時間単位で

取得できる

制度がある

31.5%

制度がない

17.4%

制度がない

53.6%

集

事業所数

859

（４）年次有給休暇の取得単位 

）年次有給休暇の計画的付与制度

年次有給休暇の計画的付与制度別事業所数割合

年間休日総数の推移 

平成 26 年 

107.6 日 

(107.5 日) 

114.9 日 

(113.2 日) 

全国平均「就労条件総合調査」 

１事業所平均の年間休日総数は

労働者１人平均の年間休日総数は、

年次有給休暇を計画的に付与する制度のある事業所数割合は、

計画的付与日数を５日とする事業所数割合は、

年次有給休暇を、半日単位で取得できる制度のある事業所数割合は

制度のある事業所数割合は

制度がない

17.4%

集 計

事業所数

902

制度がある

46.4%

計

事業所数

859

）年次有給休暇の計画的付与制度 

年次有給休暇の計画的付与制度別事業所数割合

平成 27 年 

108.6 日 

（108.0 日）

115.8 日 

（113.8 日）

休日総数は、109.4

労働者１人平均の年間休日総数は、116.3

年次有給休暇を計画的に付与する制度のある事業所数割合は、

を５日とする事業所数割合は、

、半日単位で取得できる制度のある事業所数割合は

制度のある事業所数割合は

半日単位で

取得できる

制度がある

51.1%

制度がある

46.4%

4 

第１図 

 年次有給休暇の取得単位別事業所数割合

年次有給休暇の計画的付与制度別事業所数割合 

 平成 28 年

 109.4 日

日） （108.3 日）

 116.7 日

日） （113.7 日）

109.4 日となっている

116.3 日とな

年次有給休暇を計画的に付与する制度のある事業所数割合は、

を５日とする事業所数割合は、69.4

、半日単位で取得できる制度のある事業所数割合は

制度のある事業所数割合は 31.5％となっている。

半日単位で

取得できる

制度がある

７～８日

3.0%

９～１０日

2.8%

 

年次有給休暇の取得単位別事業所数割合

年 平成 29

日 109.4

日） （107.9

日 116.6

日） （113.7

日となっている。 

日となっている。

年次有給休暇を計画的に付与する制度のある事業所数割合は、

69.4％となっている。

、半日単位で取得できる制度のある事業所数割合は

％となっている。

５～６日

73.4%

９～１０日

１１日以上

3.3%

無回答

3.5%

集

事業所数

399

年次有給休暇の取得単位別事業所数割合

29 年 平成

109.4 日 108.9

107.9 日） （108.9

116.6 日 115.6

113.7 日） （114.7

 

。 

年次有給休暇を計画的に付与する制度のある事業所数割合は、46.4％となっている。

となっている。 

、半日単位で取得できる制度のある事業所数割合は 51.1

％となっている。 

１～２日

5.8%

５～６日

73.4%

無回答

3.5%

計

事業所数

399

年次有給休暇の取得単位別事業所数割合 

平成 30 年 令和元年

108.9 日 109.4

108.9 日） 

115.6 日 116.3

114.7 日） 

％となっている。

 

51.1％、時間単位で

１～２日

5.8%

３～４日

8.3%

令和元年 

109.4 日 

（－） 

116.3 日 

（－） 

％となっている。 

時間単位で



 

２ 育児休業制度等について

（１）育児休業制度について

 

 

 第７表

 ※全国「雇用均等基本調査」、調査対象は常用労働者が５人以上の民営事業所

 

（２）育児休業取得状況

 

 

  第８表

山形県

全 国

※全国「雇用均等基本調査」

 

３ 介護休業制度について

 

 

 

 

  第９表

※全国「雇用均等基本調査」

 

 

 

 

 

 

 

 

年 

山形県

全 

年 

山形県

全 

● 育児休業取得率は、

● 介護休業制度を就業規則に規定している事

● 介護休業取得者がいた事業所の割合は

26.0

● 育児休業制度を就業規則に規定している事業所は、全事業

育児休業制度等について

（１）育児休業制度について

第７表 育児休業制度の就業規則への規定状況

※全国「雇用均等基本調査」、調査対象は常用労働者が５人以上の民営事業所

（２）育児休業取得状況

第８表 育児休業取得状況

年 度 

山形県 
女性 

男性 

国 
女性 

男性 

※全国「雇用均等基本調査」

介護休業制度について

表 介護休業制度の就業規則への規定状況

※全国「雇用均等基本調査」

 度 平成

山形県 81.9

 国 74.7

 度 平成

山形県 76.2

 国 66.7

育児休業取得率は、

介護休業制度を就業規則に規定している事

介護休業取得者がいた事業所の割合は

26.0％となっている。

育児休業制度を就業規則に規定している事業所は、全事業

利用者あり

利用者なし

91.0%

無回答

3.0%

集 計

事業所数

742

育児休業制度等について 

（１）育児休業制度について 

育児休業制度の就業規則への規定状況

※全国「雇用均等基本調査」、調査対象は常用労働者が５人以上の民営事業所

（２）育児休業取得状況 

育児休業取得状況 

平成 26 年

 90.2％ 

 2.1％ 

 86.6％ 

 2.3％ 

※全国「雇用均等基本調査」 

介護休業制度について 

介護休業制度の就業規則への規定状況

※全国「雇用均等基本調査」 

平成 26 年 

81.9％ 

74.7％ 

平成 26 年 

76.2％ 

66.7％ 

育児休業取得率は、女性

介護休業制度を就業規則に規定している事

介護休業取得者がいた事業所の割合は

％となっている。 

育児休業制度を就業規則に規定している事業所は、全事業

利用者あり

6.1%

利用者なし

計

事業所数

 

育児休業制度の就業規則への規定状況

※全国「雇用均等基本調査」、調査対象は常用労働者が５人以上の民営事業所

年 平成 27 年

 89.7％

 2.1％ 

 81.5％

 2.65％

介護休業制度の就業規則への規定状況

         

平成 27 年 

83.7％ 

73.1％ 

平成 27 年 

77.7％ 

― 

性 95.7％、男性

介護休業制度を就業規則に規定している事

介護休業取得者がいた事業所の割合は

 

育児休業制度を就業規則に規定している事業所は、全事業

0人

20人

40人

60人

女性取得人数

5 

育児休業制度の就業規則への規定状況 

※全国「雇用均等基本調査」、調査対象は常用労働者が５人以上の民営事業所

年 平成 28

％ 93.7％

 3.4％

％ 81.8％

％ 3.16％

介護休業制度の就業規則への規定状況 

         

平成 28 年 

84.4％ 

76.6％ 

平成 28 年 

77.6％ 

72.6％ 

％、男性 6.7％となっている。

介護休業制度を就業規則に規定している事業所は、全事業所の

介護休業取得者がいた事業所の割合は 6.1％で、取得者の内訳は女性

育児休業制度を就業規則に規定している事業所は、全事業

女性取得人数 男性取得人数

37人

(74.0%)

※全国「雇用均等基本調査」、調査対象は常用労働者が５人以上の民営事業所 

28 年 平成 29

％ 93.5

％ 3.9

％ 83.2

％ 5.14

         

 平成 29 年

 85.0％

 75.0％

 平成 29 年

79.3％ 

70.9％ 

となっている。

業所は、全事業所の

％で、取得者の内訳は女性

育児休業制度を就業規則に規定している事業所は、全事業

男性取得人数

13人

(26.0%)

29 年 平成

93.5％ 96.5

3.9％ 5.0

83.2％ 82.2

5.14％ 6.16

         第３図

   介護休業制度の利用状況

年 平成 30

％ 85.2

％ －

年 平成 30

 79.8％

 ― 

となっている。 

業所は、全事業所の 81.4％となっている。

％で、取得者の内訳は女性

所の 87.5％となってい

平成 30 年 令和元年

96.5％ 95.7

5.0％ 6.7

82.2％ 

6.16％ 

図 

介護休業制度の利用状況

30 年 令和元年

85.2％ 87.5

－ 

30 年 令和元年

79.8％ 81.4

― 

％となっている。

％で、取得者の内訳は女性 74.0％、男性

％となってい

令和元年 

95.7％ 

6.7％ 

－ 

－ 

介護休業制度の利用状況 

令和元年 

87.5％ 

－ 

令和元年 

81.4％ 

― 

％となっている。 

％、男性

％となっている。 
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４ 女性従業員の働く環境について 

（１）女性管理職の登用状況 

 

 

 

  第４図 女性管理職を有する事業所数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）役職別の管理職者に占める女性管理職者の割合 

 

 

 

 

第５図 役職別の管理職者に占める女性管理職者数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 女性管理職がいる事業所の割合は全事業所のうち 56.1％（H30 52.9％）となっている 

● 役職別では、「係長相当職」のいる事業所の割合が最も高く 33.0％（H30 31.5％）と

なっている。 

● 役職別の管理職者に占める女性管理職者の割合は、「係長相当職」が最も高く 26.9％

（H30 24.7％）となっている。  

女性管理職が

いる事業所＊

512事業所

(56.1%)

女性管理職が

いない事業所

338事業所

(37.1%)

［集計事業所数：912］

20.8%

13.5%

23.9%

33.0%

0%

10%

20%

30%

40%

役員 部 長

相当職

課 長

相当職

係 長

相当職

16.8%

11.8%

15.0%

26.9%

0.3% 0.3% 0.7% 1.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

役員 部長相当職 課長相当職 係長相当職役 員 部長相当職 課長相当職 係長相当職

うち女性管理職／管理職

うち女性管理職／労働者数

集計管理職数［役員総数：1,490］［部長相当職総数：1,645］［課長相当職総数：3,628］［係長相当職総数：4,363］

集計労働者数［集計労働者数：75,892］
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（３）マタニティハラスメント対策について 

 

 

 

 

第 10 表 マタニティハラスメントへの防止対策事業所 

年   度 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

マタニティハラスメント 42.5％ 41.5％ 55.9％ 57.8％ 64.0％ 

 

５ 職場のハラスメント対策について 

 

 

 

 

 

 

第 11 表 職場のハラスメントへの防止対策事業所 

年   度 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

パワーハラスメント 61.4％ 65.4％ 69.8％ 70.2％ 74.2％ 

セクシャルハラスメント ― ― ― 75.8％ 78.7％ 

 

６ 人材不足の状況について 

 

 

 

 

第６図 正社員の過不足状況            第７図 非正規社員の過不足状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 職場のマタニティハラスメント防止対策をしている事業所は 64.0％で、対策の内容は

「相談・苦情窓口の設置」45.2％、「就業規則などの社内規定に盛り込んだ」36.5％な

どとなっている。 

● 職場のパワーハラスメント防止対策をしている事業所は 74.2％で、対策の内容は「相

談・苦情窓口の設置」54.2％、「就業規則などの社内規定に盛り込んだ」48.8％などと

なっている。 

● 職場のセクシャルハラスメント防止対策をしている事業所は 78.7％で、対策の内容は

「相談・苦情窓口の設置」57.2％「就業規則などの社内規定に盛り込んだ」57.6％など

となっている。 

● 正社員が「不足」している事業所は 57.3％（H30 58.8％）、非正規社員が「不足」して

いる事業所は 41.1％（H30 40.0％）となっている。 

非常に

不足＊

9.5%

不足

20.4%

やや不足

27.4%

適正

36.8%

やや過剰

2.6%

過剰

0.2%

非常に

過剰＊

0.2%

無回答

2.7%

【正社員】

集 計

事業所数

912

非常に

不足＊

8.6%

不足

13.4%

やや不足

19.1%

適正

39.4%

やや過剰

2.3%

過剰

0.5%

非常に

過剰＊

0.1%

無回答

16.7%

【非正規社員】

集 計

事業所数

912



 

７ 非正規労働者の正社員化について

 

 

 

 

 

  第８図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 非正規社員から正社員への転換を就業規則に規定している事業所は

外の方法で実施している事業所は

● 非正規社員を雇用した事業所のうち、非正規社員から正社員への転換が行われた事業所

の割合は

就業規則、労働

協約以外の方法

で実施している

31.7%

実施してい

ない

非正規社員

を雇用して

いない事業

所数＊＊＊

29.8%

非正規労働者の正社員化について

 非正規社員から正社員への転換を推進する措置の規定状況

 非正規社員から

非正規社員から正社員への転換を就業規則に規定している事業所は

外の方法で実施している事業所は

非正規社員を雇用した事業所のうち、非正規社員から正社員への転換が行われた事業所

の割合は 32.3

就業規則、労働

以外の方法

で実施している

31.7%

実施してい

ない＊＊＊

26.3%

非正規社員

を雇用して

いない事業

＊＊＊

29.8%

無回答

9.8%

非正規労働者の正社員化について

非正規社員から正社員への転換を推進する措置の規定状況

非正規社員から正社員への

非正規社員から正社員への転換を就業規則に規定している事業所は

外の方法で実施している事業所は

非正規社員を雇用した事業所のうち、非正規社員から正社員への転換が行われた事業所

32.3％となっている。

無回答

3.8%

集

事業所数

非正規社員

を雇用した

事業所数

集 計

事業所数

912

非正規労働者の正社員化について 

非正規社員から正社員への転換を推進する措置の規定状況

への転換が行われた事業所

非正規社員から正社員への転換を就業規則に規定している事業所は

外の方法で実施している事業所は 31.7

非正規社員を雇用した事業所のうち、非正規社員から正社員への転換が行われた事業所

％となっている。 

無回答

3.8%

集 計

事業所数

912

非正規社員

を雇用した

事業所数＊

60.4%
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非正規社員から正社員への転換を推進する措置の規定状況

が行われた事業所数割合

非正規社員から正社員への転換を就業規則に規定している事業所は

31.7％となっている。

非正規社員を雇用した事業所のうち、非正規社員から正社員への転換が行われた事業所

就業規則、労働

協約に規定して

いる＊＊＊＊＊

38.2%

正社員への

転換が行わ

れなかった

事業所数＊

67.7%

非正規社員から正社員への転換を推進する措置の規定状況  

数割合 

非正規社員から正社員への転換を就業規則に規定している事業所は

％となっている。 

非正規社員を雇用した事業所のうち、非正規社員から正社員への転換が行われた事業所

就業規則、労働

協約に規定して

＊＊＊＊＊

38.2%

非正規社員を雇用した事業所

非正規社員から正社員への転換を就業規則に規定している事業所は 38.2

非正規社員を雇用した事業所のうち、非正規社員から正社員への転換が行われた事業所

集 計

事業所数

551

非正規社員を雇用した事業所 

（551 事業所） 

38.2％、就業規則以

非正規社員を雇用した事業所のうち、非正規社員から正社員への転換が行われた事業所

正社員への

転換が行わ

れた事業所

数＊＊＊＊

32.3%

 

％、就業規則以

非正規社員を雇用した事業所のうち、非正規社員から正社員への転換が行われた事業所

正社員への

転換が行わ

れた事業所

＊＊＊＊

32.3%



 

８ 働き方改革

 

 

 

 

第 10 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 働き方改革への取り組みについて、「既に実施している」事業所は

する予定がある」事業所は

● 取り組みの内容は、「有給休暇の取得促進」

働時間の状況把握」

今後実施する

予定がある

17.9%  

長時間労働の削減

有給休暇の取得促進

非正規雇用労働者の処遇改善

勤務間インターバル制度の導入

労働時間の状況把握

子育て・介護等と仕事の両立支援

病気の治療と仕事の両立支援

テレワークの推進

副業・兼業の推進

フレックスタイム制度の推進

高度プロフェッショナル制度の導入

その他

無回答

働き方改革について

 働き方改革への取り組み状況別

 働き方改革への取り組み

働き方改革への取り組みについて、「既に実施している」事業所は

する予定がある」事業所は

取り組みの内容は、「有給休暇の取得促進」

働時間の状況把握」

今後実施する

予定がある＊

17.9%  

実施していな

い。また、今

後実施する予

定もない＊＊

8.8%

長時間労働の削減

有給休暇の取得促進

非正規雇用労働者の処遇改善

勤務間インターバル制度の導入

労働時間の状況把握

子育て・介護等と仕事の両立支援

病気の治療と仕事の両立支援

テレワークの推進

副業・兼業の推進

フレックスタイム制度の推進

高度プロフェッショナル制度の導入

その他

無回答

について 

働き方改革への取り組み状況別

働き方改革への取り組み内容

働き方改革への取り組みについて、「既に実施している」事業所は

する予定がある」事業所は

取り組みの内容は、「有給休暇の取得促進」

働時間の状況把握」52.5

無回答

1.0%

集

事業所数

912

5.0%

4.5%

2.3%

0.2%

1.2%

0.4%

0%

非正規雇用労働者の処遇改善

勤務間インターバル制度の導入

子育て・介護等と仕事の両立支援

病気の治療と仕事の両立支援

フレックスタイム制度の推進

高度プロフェッショナル制度の導入

働き方改革への取り組み状況別事業所数割合

内容別事業所数割合

働き方改革への取り組みについて、「既に実施している」事業所は

する予定がある」事業所は 17.9％となっている。

取り組みの内容は、「有給休暇の取得促進」

52.5％などとなっている。

既に実施して

いる

無回答

1.0%

計

事業所数

912

16.6%

5.0%

26.7%

15.6%

4.5%

2.3%

7.4%

0.2%

1.2%

0.4%

20% 40%
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事業所数割合 

別事業所数割合 

働き方改革への取り組みについて、「既に実施している」事業所は

％となっている。

取り組みの内容は、「有給休暇の取得促進」92.0

％などとなっている。 

既に実施して

いる＊＊＊＊

72.4%

52.5%

26.7%

40% 60%

［集計事業所数：

働き方改革への取り組みについて、「既に実施している」事業所は

％となっている。 

92.0％、「長時間労働の削減」

 

69.4%

92.0%

80% 100%

［集計事業所数：823

働き方改革への取り組みについて、「既に実施している」事業所は 72.4

％、「長時間労働の削減」

92.0%

100%

823］

72.4％、「今後実施

％、「長時間労働の削減」69.4％、「労
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業務繁閑に応じた営業時間、営・休業日の設定

ノー残業デーの設定

変形労働時間制度の導入

業務分担や仕事の進め方の見直し

時間外労働時間の目標設定や事前承認制度の導入

取引先との発注方法やスケジュールなどの見直し

ＩＴ環境の活用

週休日又は週休日以外の休日の増加

その他

無回答

人事労務管理が煩雑になる

取引先との関係や業界慣例などの外的要因

推進できる人材がいない

就業規則の変更や整備が難しい

取組み方法がわかならい

その他

無回答

コストがかかる

人員に余裕がない

● 「長時間労働の削減」に関する具体的な取り組み内容は、「業務分担や仕事の進め方の

見直し」

業デーの設定」

● 働き方改革に取り組むうえでの問題点としては、「人員に余裕がない」が

高く、次に「人事労務管理が煩雑になる」が

なっている。

取り組み方法がわからない

 長時間労働の削減の取り組み内容別

 働き方改革に取り組む上での

業務繁閑に応じた営業時間、営・休業日の設定
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就業規則の変更や整備が難しい

取組み方法がわかならい

コストがかかる

人員に余裕がない

「長時間労働の削減」に関する具体的な取り組み内容は、「業務分担や仕事の進め方の

見直し」60.8

業デーの設定」

働き方改革に取り組むうえでの問題点としては、「人員に余裕がない」が

高く、次に「人事労務管理が煩雑になる」が

なっている。
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令和元年 山形県労働条件等実態調査 

 

 

この調査票は、統計以外の目的には使用しませんので、ありのままを記入してください。 

 

記入上のお願い 

① この調査は事業所を単位として調査を行います（「Ⅰ企業の概要」のみ、企業全体の状況について

お答えください）。なお、貴事業所のみで判断できない項目や把握できない項目については、お手数

ですが本社等にご確認のうえ回答してください。また、就業規則等に定められた事項に関する項目

については、お手数ですが、就業規則等を確認のうえ、ご回答願います。 

② 調査項目については、該当する番号を○で囲むか、必要事項を記入してください。 

③「過去 1年間」の状況とは、次のいずれかの状況でご記入ください。 

・暦年で区切りとしている場合は、平成 30年 1月 1日～平成 30年 12 月 31 日の 1年間の状況 

・年度で区切りとしている場合は、平成 30年 4月 1日～平成 31年 3月 31 日の 1年間の状況 

・貴事業所で区切りとしている直近の事業年度 1年間の状況 

④ 特に断りのない限り、令和元年 8月 31日現在の状況で記入してください。 

⑤ 調査票は、同封の返信用封筒（切手不要）に入れて 9 月 10 日（火）までに投函してください。 

⑥ この調査に関して不明な点がありましたら下記までお問い合せください。 

 《問合せ先》 山形県商工労働部雇用対策課 

        〒990-8570 山形市松波二丁目８番１号 

        電話 ０２３－６３０－２３７８  ファックス ０２３－６３０－２３７６ 

記入内容について問い合せさせていただく場合がありますので、ご記入をお願いします。 

記入担当者 

 

所 属 氏 名      

 

所 属              氏 名                 

   電話番号 市外局番（    ）   局    番（内線    番） 

   ファックス番号  （    ）   局    番          

 

Ⅰ 企業の概要 

       事業所名等に誤りがあった 

      場合は訂正をお願いします。→ 

 

 
 

企業全体の概要  下記のいずれかを○で囲んでください。 

貴事業所を含む企業全体の全常用労働者（注）  労働組合の有無 

０ １ ２ ３ ４ ５  １ ２ 

5 人未満 

(0.0%) 

5～29 人 

(30.4%) 

30～99 人 

(16.1%) 

100～299 人 

(24.3%) 

300～499 人 

(8.2%) 

500 人以上 

(20.9%) 
 

有 

(27.1%) 

無 

(71.2%) 

 
（注）「常用労働者」とは、下記の(イ)又は(ロ)に該当する労働者のことです。（以下の質問において同じ。） 
    (イ) 期間を定めずに又は１ヵ月を超える期間を定めて雇われている者。 
    (ロ) 日々雇われている者又は１カ月以内の期間を定めて雇われている者で前２カ月の各月に 
      それぞれ１８日以上事業所に雇われた者。 
   なお、労働者派遣法に基づく派遣元事業所から派遣された派遣労働者は含まれません。 

 

注意）ここからは、「企業全体」ではなく、「貴事業所について」記入してください。 

Ⅱ 事業所の概要 

調査事業所の常用労働者（貴事業所のみの常用労働者数を記入してください） 

常 用 労 働 者 数 常用労働者数の合計 

男 性 

（Ａ）      42,353(55.8%)人 

女 性 

（Ｂ）     33,539(44.2%)人 

（Ａ+Ｂ） 

         75,892(100.0%)人 

 

 

（宛名ラベルを貼付） 

㊙ 

(N=912 事業所) (N=912 事業所)  (無回答 1.8%) 

(N=912 事業所) 
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Ⅲ 労働時間・休日制度等について 

 
（１）週所定労働時間について 
 

問１．貴事業所の制度上の週所定労働時間は何時間ですか。年間や月、日単位で定めている場合、 

週に直してご記入ください。 

１事業所当たり週所定労働時間 39 時間 22分 

労働者１人当たり週所定労働時間 38 時間 55分 

 

 

 
（２）週休制について 
 

問２．貴事業所の週休制の実施形態について、次の中から該当する番号を○で囲んでください。 

１ 週休１日制 ( 2.4%) ／ ( 0.4%) 

２ 週休１日半制 ( 2.2%) ／ ( 0.3%) 

３ 何らかの週休２日制 (85.0%) ／ (90.1%) 

４ その他 (10.4%) ／ ( 9.2%) 

 

   （注）「何らかの週休２日制」とは、以下①～⑥のいずれかを実施している場合です。 
     ①「完全週休２日制」…毎週、週休２日制を行っているもの。 

②「月３回週休２日制」…１ヵ月のうち週休２日制を３回行っているもの。 
③「４週７休制」…４週を区切りとして、４週のうち３週を週休２日としているもの。 

     ④「月２回週休２日制」…１ヵ月のうち週休２日制を２回だけ行っているもの。 
     ⑤「月１回週休２日制」…１ヵ月のうち週休２日制を１回だけ行っているもの。 

⑥「４週５休制」…４週のうち１週が週休２日となるもの。 
 なお、従業員が交替で休む場合や年間休日カレンダーで休日を設定している場合でも、実質的に
①～⑥に該当していれば「何らかの週休２日制」に該当します。 

 
（３）年次有給休暇について 
  
問３．貴事業所の過去１年間の年次有給休暇の利用状況を記入してください。 

年休を付与されている人数 65,189人 

一人平均付与日数（繰越日数は除く） 〈平均〉17.3日 

一人平均取得日数（繰越日数を含む） 〈平均〉 9.6日 

 
（注）・「過去１年間」…Ｐ１の「記入上のお願い」③参照。 

・「取得日数」…労働者が当該休暇年度内に実際に利用した日数をいいます（繰越日数を含む）。 
 

問４．年次有給休暇を半日単位又は時間単位で取得できる制度はありますか。該当する番号を○で

囲んでください。 

１ 半日単位で取得できる制度がある (51.1%) ／ (57.1%) 

２ 時間単位で取得できる制度がある (31.5%) ／ (37.3%) 

３ 制度がない (17.4%) ／ ( 5.6%) 

                 
 

問５．年次有給休暇を計画的に付与する制度がありますか。該当する番号を○で囲んでください。 
 

１ 制度がある (46.4%) ／ (53.8%) 

２ 制度がない (53.6%) ／ (46.2%) 

  

（注） 
・就業規則等で定められた所定労働時間（所定
外、休日労働、休憩時間を除く実労働時間を
いう）を記入してください。 

・部門、職種などにより所定労働時間が異なる
場合は、貴事業所において最も適用労働者の
多いものについて記入してください。 

・変形労働時間制を採用している事業所につい
ては、週あたりの平均を記入してください。 

(N=897事業所 ／ 74,491人) 

(N=911 事業所 ／ 75,866 人) 

平均取得率：55.68% 

年間を通じて、計画

的に付与する年次有

給休暇は１人当たり

何日ですか 

１事業所平均付与日数 5.3 日 

労働者１人平均付与日数 5.1 日 

(N=752 事業所) 

(N=902 事業所 ／ 75,042 人) 

(N=859 事業所 ／ 70,753 人) (N=399事業所 ／ 38,051人) 
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（４）年間休日について 
 

 問６．過去１年間の年間休日日数（年次有給休暇は除く）を記入してください。なお、週休日と国

民の休日が重なった場合は、週休日を基本とし、重複のないように記入してください。 

週 休 日  

１事業所平均年間休日総数 109.4日 
 
労働者１人平均年間休日総数 116.3 日 

週休日以外の休日（国民の祝日、年末年始、夏季休暇等） 

合   計（１年間の休日日数） 

  
（注）・「過去１年間」…Ｐ１の「記入上のお願い」③参照。 

・部門、職種などにより年間休日日数が異なる場合は、貴事業所において最も適用労働者の多いも
のについて記入してください。 

 （例）平成３０年１月１日～平成３０年１２月３１日の期間で、毎週土曜日と日曜日が休日の完全週休 
    ２日制の事業所の年間休日は、 

①週休日  １０４日（土曜日、日曜日）  
②国民の祝日 １３日（週休日を除く） 
③年末年始（１２／２９～１／３） ３日（週休日、国民の祝日を除く） 
④夏季休暇（８／１２～８／１６） ４日（週休日、国民の祝日を除く） 

  合  計（１年間の休日日数）  （①＋②＋③＋④）＝ １２４日 
 

Ⅳ 育児休業制度等について 

 
（１）育児休業制度について 

 

問７．貴事業所では、育児休業制度を就業規則に規定していますか。 

１ 規定している (87.5%) 

２ 規定していないが、整備を検討している ( 4.6%) 

３ 規定していないが、今後とも整備しない ( 7.1%) 

 
問８．子供が何歳になるまで育児休業をすることができますか。 

１ 子供が１歳６ヶ月未満 (61.9%) 

２ 子供が１歳６ヶ月～３歳未満 (30.6%) 

３ 子供が満３歳以上 ( 1.4%) 

４ その他（          ） ( 1.8%) 

 
 
（２）育児休業等取得状況について 
 

問９．貴事業所で、平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日の期間内に出産を予定していた 

女性従業員はいましたか。 

１ あり (33.6%) 

２ なし (65.1%) 

 
 

問１０．出産予定者数及びその内訳をご記入ください。 

出産予定者（合計） 

内訳 

うち 

在職したまま出産した者 
うち 

出産を前に退職した者 

905(100.0%)人 893(98.7%)人 12( 1.3%)人 

 
 

問１１．出産した者のうち、以下に該当する人数をすべてご記入ください。 

１ 産後休業取得中、あるいは取得後に退職した者 14( 1.6%)人 

２ 産後休業取得後、直ちに職場復帰した者 24( 2.7%)人 

３ 
産後休業取得後、育児休業を取得した者 

（現在育児休業中または既に復帰した者を含む） 
855(95.7%)人 

 

 

 

問１１へお進みください。 

（注）子供の年齢ではなく、年数で 
決めている場合は子供の年齢 
に換算してお答えください。 

(N=868 事業所 ／ 73,347 人) 

 問９へお進みください。 

(N=912 事業所) (無回答 0.8%) 

(N=798 事業所) (無回答 4.4%) 

 問１２へお進みください。 

(N=912 事業所) (無回答 1.3%) 

(N=306 事業所) 

(N=893 人) 
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（３）配偶者出産休暇制度について 
 
  （注）「配偶者出産休暇制度」とは、配偶者の出産の際に、病院の入院・退院、出産等の付添い等の 
     ために男性労働者に与えられる休暇をいいます。（育児休業制度とは違いますので、ご注意く 
     ださい。） 

 

 問１２．貴事業所で、配偶者が出産した男性従業員に対する休暇制度（配偶者出産休暇制度）は 

     設けていますか。 

１ あり (50.1%) 

２ なし (48.0%) 

 

問１３．配偶者出産休暇の形態としてあてはまるものに○をつけ、取得可能日数をご記入下さい。

また、「配偶者が出産した男性従業員」のなかで配偶者出産休暇を取得した男性従業員

の数をご記入ください。 

配偶者出産休暇の形態 １ 有給(82.9%) ２ 無給(11.4%) 

取得可能日数 〈平均〉2.3日 

配偶者出産休暇を取得した男性従業員の数 
468人 

男性配偶者出産休暇取得率 (52.9%) 

 
 
 
 
（４）配偶者出産時の育児目的休暇制度について 
 

 問１４．貴事業所では、配偶者が出産した男性従業員に対する育児目的休暇制度（育児・介護休業

法で定める育児休業を含む）を設けていますか。 

 

  

 

 

 

 問１５．配偶者出産時の育児目的休暇制度の実施形態について、次の中から該当する番号を〇

で囲んでください。（複数回答可） 

 

 

 
 
 

問１６．貴事業所で、配偶者が出産した男性従業員の数と、そのうち育児目的休暇（育児・介護休

業法で定める育児休業を含む）を取得した男性従業員の数をご記入ください。 

 

 （注）「過去１年間」…Ｐ１の「記入上のお願い」③参照。 

 

（５）子の看護休暇制度について 
 
  （注）「子の看護休暇制度」とは、病気・けがをした小学校就学前の子の看護のためや予防接種又は健

康診断を小学校就学前の子に受けさせるために与えられる休暇をいいます。（育児休業制度とは違
いますので、ご注意ください。） 

 

１ あり (65.7%) 

２ なし (33.1%) 

１ 育児・介護休業法で定める育児休業 (90.2%) 

２ 企業独自の配偶者出産時の育児目的休暇制度 (13.7%) 

１ 過去１年間に配偶者が出産した男性従業員の数 884(100.0%)人 

２ 
上記１のうち、育児・介護休業法で定める育児休業を取得した男性従

業員の数 
 59(  6.7%)人 

３ 
上記１のうち、企業が独自に定める育児目的休暇制度を取得した男性

従業員の数 
 34(  3.8%)人 

 問１６へお進みください。 

※育児休暇の日数ではなく、出産の付き添い等のための休暇日数です。 

 

 問１４へお進みくださ
い。 

(N=912 事業所) (無回答 1.9%) 

(N=457 事業所)  (無回答 5.7%) (配偶者が出産した男性従業員数 884 人) ※〈平均〉は無回答を除く 

(N=912 事業所) (無回答 1.2%) 

(N=599 事業所) (無回答 2.3%) 

(N=850 事業所) 
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問１７．貴事業所では、子の看護休暇制度を就業規則に規定していますか。 

１ 規定している (71.9%) 

２ 規定していないが、整備を検討している (10.0%) 

３ 規定していないが、今後とも整備しない (17.0%) 

 
 

問１８．子の看護休暇制度をどのくらいの期間とることができますか。 

子の看護休暇制度の形態 １ 有給(40.5%)（〈平均〉6.9日） ２ 無給(55.9%) 

取得可能日数 

小学校就学時前の子１人につき     〈平均〉 5.2 日 

小学校就学時前の子２人以上の場合は  〈平均〉10.1 日 

その他                〈平均〉 4.6 日 

 
 

問１９．貴事業所で、過去 1年間で子の看護休暇制度を利用した従業員の人数をご記入ください。 

男 性 女 性 利用者なし 

(78.5%) 
235 人 
[25.4%] 

689 人 
[74.6%] 

 

 

（６）子どもを持つ労働者に対する支援制度について 
 

問２０．貴事業所では、子どもを持つ労働者に対する支援制度を導入していますか。また、過去 

    １年間で利用の実績はありますか。「制度の有無」及び「利用の実績」のあてはまるもの 

    に○をつけてください。 

 

（注１）「過去１年間」…Ｐ１の「記入上のお願い」③参照。 
（注２）事業所内託児施設を設置したり、労働者がベビーシッターを利用した場合の経費の一部を事業主が負担した 

り、あるいは事業主がベビーシッター会社等育児に係るサービス会社と契約し、労働者の利用に供する制度 

などをいいます。 

（注３）問７で育児休業を取得できる労働者の子の年齢について２または３に○をつけた事業所は、該当する番号 
（１～４）に○をつけてください。 

（注４）この欄の記入内容については、「子の看護休暇制度」・「育児時間制度」を除きます。 

（注５）育児・介護休業法では、３歳未満の子を養育する男女労働者について、所定労働時間を超えて労働しないことを 

希望する場合、所定外労働を免除すること、１日の所定労働時間を原則として６時間とする「短時間勤務制度」 

を設けることを、事業主に義務付けています。 

 

制 度 

制度の有無及び最長取得期間 利用の実績 

制度あり 

制度 

なし 

利用 

あり 

利用 

なし 

３歳に達

するまで 

 

 

 

３歳～小

学校就学

前の一定

の年齢ま

で 

小学校就

学の始期

に達する

まで 

 

小学校入

学後も利

用可能 

 

 

所定外労働をさせない制度（注５） (40.2%) ( 1.6%) (18.9%) ( 5.9%) (23.2%) (13.8%) (74.8%) 

短時間勤務制度（注５） (41.4%) ( 1.5%) (13.5%) (11.7%) (22.0%) (24.4%) (64.5%) 

フレックスタイム制度 ( 2.2%) ( 0.4%) ( 0.4%) ( 4.5%) (79.9%) (34.8%) (47.8%) 

始業・終業時間の繰上げ、繰下げ (13.8%) ( 1.2%) ( 5.7%) ( 8.1%) (59.9%) (29.3%) (57.0%) 

事業所内託児所の設置運営やこれ

に準ずる便宜の供与 （注２） 
( 2.3%) ( 0.8%) ( 2.6%) ( 1.0%) (80.9%) (62.3%) (23.0%) 

「１歳６ヶ月以上の子」を対象と

する育児休業 （注３） 
(27.1%) ( 1.1%) ( 0.4%) ( 0.2%) (63.2%) (10.6%) (52.1%) 

その他（       ）（注４） ( 0.3%) ( 0.1%) ( 1.9%) ( 0.4%) (25.7%) (24.0%) (56.0%) 

（注）「過去１年間」…Ｐ１の「記入上のお願い」③参照。 

(N=912 事業所)          (N=制度あり) 

 問２０へお進みください。 

(N=912 事業所) (無回答 1.1%) 

(N=656 事業所) (無回答 3.5%)  ※〈平均〉は無回答を除く 

(利用者あり 18.0%) 

(無回答    3.5%) 

看護休暇取得従業員数 924 人[100.0%] 

(N=656 事業所) 
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Ⅴ 介護休業制度について 

 

問２１．貴事業所では、介護休業制度を就業規則に規定していますか。 

１ 規定している (81.4%) 

２ 規定していないが、整備を検討している ( 7.6%) 

３ 規定していないが、今後とも整備しない ( 9.6%) 

 
 

問２２．介護休業をどのくらいの期間取得することができますか。 

１ ９３日間 (76.8%) 

２ ９４日～６ヶ月未満 ( 4.4%) 

３ ６ヶ月以上 (11.7%) 

４ その他（         ） ( 4.9%) 

 
 

問２３．貴事業所で、過去１年間に介護休業を利用した従業員の人数をご記入ください。 

男 性 女 性 
利用者なし 

(91.0%) 
13人 

[ 26.0%] 
37人 

[74.0%] 

（注）「過去１年間」…Ｐ１の「記入上のお願い」③参照。 

 
Ⅵ 女性従業員の働く環境について 
 

（１）管理職の登用について 

 問２４．貴事業所における管理職の人数（男女の合計）、及びそのうちの女性管理職の人数を記入

してください。 

     登用状況 
管理職 

貴事業所の管理職人数 うち女性の管理職人数 

役   員 1,490 人(100.0%)[2.0%]〈2.9 人〉 250 人(16.8%)[0.3%]〈1.3 人〉 

部長相当職 1,645 人(100.0%)[2.2%]〈3.4 人〉 194 人(11.8%)[0.3%]〈1.6 人〉 

課長相当職 3,628 人(100.0%)[4.8%]〈6.5 人〉 544 人(15.0%)[0.7%]〈2.5 人〉 

係長相当職 4,363 人(100.0%)[5.7%]〈8.5 人〉 1,174 人(26.9%)[1.5%]〈3.9 人〉 

 
 
（注）企業全体ではなく、貴事業所のみの人数を記入してください。 
（注）・「管理職」とは、企業の組織系列の各部署において、配下の係員を指揮・監督する役職のほか、

専門職、スタッフ管理職と呼ばれる役職を含みます。 
・部長、課長等の役職名を採用していない場合や、次長等役職欄にない職については、貴事業所の
実態により、適宜判断してください。 

 

（２）男女労働者間の格差解消について 

問２５．貴事業所では、男女労働者間に事実上生じている格差を解消するための措置を実施してい

ますか。 

 

  
１ 既に取り組んでいる (40.1%) 

２ 今後取り組む予定 (10.4%) 

３ 今のところ取り組む予定がない (20.5%) 

４ 今後の予定についてはわからない (25.8%) 

５ 以前は取り組んでいた ( 0.1%) 

（注）「介護休業」とは、要介護状態に 
ある対象家族を介護するための 
休業をいいます。 

※対象家族とは、配偶者、父母、子、 

祖父母、兄弟姉妹及び孫・配偶者 
の父母。 

 問２７へお進みください。 

 問２７へお進みください。 

 問２８へお進みください。 

 問２６へお進みください。 

労働者全体 75,892 人[100.0%]     <平均人数> 

 問２４へお進みください。 

 問２６へお進みください。 

(N=912 事業所) (無回答 1.4%) 

(N=742 事業所) (無回答 2.2%) 

(利用者あり 6.1%) 

(無回答   3.0%) 

介護休暇取得従業員数 50人[100.0%] 

(N=742 事業所) 

(N=912 事業所) (無回答 3.1%) 
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問２６．貴事業所において、どのようなことに取り組むこととしていますか。（複数回答可） 

１ 担当部局や責任者等の企業内の推進体制の整備 (34.5%) 

２ 女性がいない又は少ない職務への、女性の積極的な募集・採用 (29.3%) 

３ 女性がいない又は少ない職務・役職への、女性の積極的な登用 (35.4%) 

４ 女性がいない又は少ない職務・役職に、女性が従事するための教育訓練の実施 ( 9.1%) 

５ 仕事と家庭の両立のための制度（法律を上回る）の整備・活用促進 (17.1%) 

６ 
男女の役割分担意識の解消のための啓発、性差を補う設備の設置等、働きやす 

い環境整備 
(23.9%) 

７ その他（                               ） ( 5.0%) 

 

問２７．貴事業所において、取り組まない理由は何ですか。（複数回答可） 

１ 経営者（トップ）の意識が伴わないため ( 6.4%) 

２ 業績に直接反映しないため ( 6.9%) 

３ すでに女性は十分に活躍していると思うため (64.4%) 

４ ポジティブアクションの手法がわからないため ( 0.0%) 

５ コストがかかるため ( 0.0%) 

６ 男性からの理解が得られないため ( 0.0%) 

７ 中間管理職や現場管理職の意識が伴わないため ( 0.5%) 

８ その他（                      ） (19.7%) 
 

（３）マタニティハラスメント対策について 

問２８．貴事業所において実施しているマタニティハラスメント防止の対策について、以下のうち

該当する番号を○で囲んでください。（複数回答可） 

１ トップの宣言、会社の方針に定めている (26.2%) 

２ 相談・苦情窓口の設置 (45.2%) 

３ 就業規則などの社内規定に盛り込んでいる (36.5%) 

４ 管理職や一般社員を対象にマタハラについての講演や研修会の実施 (13.3%) 

５ その他（具体的に                  ） ( 2.3%) 

６ 実施していない (28.8%) 

 

Ⅶ 職場のハラスメント対策について 

問２９．貴事業所で実施している職場内のハラスメント防止の対策について、以下のうち該当する

欄を○で囲んでください。（複数回答可） 

 実施している対策 
パワー 

ハラスメント 

セクシャル 

ハラスメント 

１ トップの宣言、会社の方針に定めている (36.5%) (38.8%) 

２ 相談・苦情窓口の設置 (54.2%) (57.2%) 

３ 就業規則などの社内規定に盛り込んでいる (48.8%) (57.6%) 

４ 
管理職や一般社員を対象にしたハラスメントに

ついての講演や研修会の実施 
(26.5%) (25.8%) 

５ その他 ( 3.2%) ( 2.6%) 

６ 実施していない (20.3%) (18.0%) 

 

Ⅷ 人材不足の状況について 

問３０．貴事業所における現在の従業員の過不足状況について、以下のうち該当する番号を○で囲

んでください。 

 非常に不足 不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 非常に過剰 

正 社 員 ( 9.5%) (20.4%) (27.4%) (36.8%) ( 2.6%) ( 0.2%) ( 0.2%) 

非正規社員 ( 8.6%) (13.4%) (19.1%) (39.4%) ( 2.3%) ( 0.5%) ( 0.1%) 

 

 

(N=461 事業所) (無回答 0.9%) 

(N=188 事業所) (無回答 2.1%) 

(N=912 事業所) (無回答 7.2%) 

(N=912 事業所) ﾊﾟﾜｰﾊﾗｽﾒﾝﾄ：(無回答 5.5%) ｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ：(無回答 3.3%) 

(N=912 事業所) 正社員：(無回答 2.7%) 非正規社員：(無回答 16.7%) 
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Ⅸ 非正規社員の正社員転換について 

問３１．貴事業所において、非正規社員から正社員への転換を推進する措置の規定状況について、

以下のうち該当する番号を○で囲んでください。 

１ 就業規則、労働協約に規定している (38.2%) 

２ １以外の方法で実施している (31.7%) 

３ 実施していない (26.3%) 

 
問３２．貴事業所において、過去１年の間に６ヶ月以上雇用していた非正規社員の人数及び過去１

年間に非正規社員から正社員への転換を推進する措置が行われた人数を、男女別に記入し

てください。（非正規社員がいない事業所は、雇用者数の欄に０と記入してください） 

      

過去１年間の非正規社員の雇用者数 うち正社員への転換人数 

男性 女性 男性 女性 

4,950人[35.6%] 8,938人[64.4%] 231人< 4.7%> 317人< 3.5%> 

 

 

Ⅹ 働き方改革について 

問３３．貴事業所では、働き方改革についての取組みを実施していますか。 

１ 既に実施している (72.4%) 

２ 今後実施する予定がある (17.9%) 

３ 実施していない。また、今後実施する予定もない ( 8.8%) 

 

問３４．貴事業所において、どのようなことに取り組むこととしていますか。（複数回答可） 

１ 長時間労働の削減 (69.4%) 

２ 有給休暇の取得促進 (92.0%) 

３ 非正規雇用労働者の処遇改善 (16.6%) 

４ 勤務間インターバル制度の導入 ( 5.0%) 

５ 労働時間の状況把握 (52.5%) 

６ 子育て・介護等と仕事の両立支援 (26.7%) 

７ 病気の治療と仕事の両立支援 (15.6%) 

８ テレワークの推進 ( 4.5%) 

９ 副業・兼業の推進 ( 2.3%) 

10 フレックスタイム制度の推進 ( 7.4%) 

11 高度プロフェッショナル制度の導入 ( 0.2%) 

12 その他 ( 1.2%) 

 

問３５．長時間労働の削減について、具体的にどのようなことに取り組むこととしています

か。（複数回答可） 

１ ノー残業デーの設定 (36.6%) 

２ 業務繁閑に応じた営業時間、営・休業日の設定 (17.3%) 

３ 変形労働時間制度の導入 (33.1%) 

４ 時間外労働時間の目標設定や事前承認制度の導入 (49.4%) 

５ 業務分担や仕事の進め方の見直し (60.8%) 

６ 取引先との発注方法やスケジュールなどの見直し ( 8.4%) 

７ ＩＴ環境の活用 (15.1%) 

８ 週休日又は週休日以外の休日の増加 (13.5%) 

９ その他 ( 3.9%) 

 

 

(N=912 事業所) 

(無回答 3.8%) 

[N=13,888 人]   <N=4,950 人(男性)  8,938 人(女性)> 

(N=912 事業所) 

(無回答 1.0%) 

(N=823 事業所) 

(無回答 0.4%) 

(N=571 事業所) 

(無回答 1.2%) 

(912 事業所 ／ 非正規社員を雇用 60.4%  非正規社員を雇用していない 29.8%  無回答 9.8%) 

（注）「過去１年間」

…Ｐ１の「記入上の

お願い」③参照。 
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問３６．（問３３で「１ 既に実施している」を選んだ事業所にお尋ねします） 

働き方改革の取組みを実施したことで、どのような効果がありましたか。（複数回答可） 

１ 従業員の心身の健康の向上 (37.9%) 

２ 従業員満足度の向上 (35.0%) 

３ 人材の確保・定着化や離職防止 (22.9%) 

４ 生産性の向上 (16.7%) 

５ 企業イメージの向上 (10.3%) 

６ コスト削減 (15.2%) 

７ 特に効果は感じられない (26.2%) 

 

 

問３７．（すべての事業所にお尋ねします） 

働き方改革に取り組む上での問題点は何ですか。（３つまで回答） 

１ 人員に余裕がない (62.3%) 

２ 人事労務管理が煩雑になる (33.4%) 

３ コストがかかる (24.8%) 

４ 取引先との関係や業界慣例などの外的要因 (19.6%) 

５ 推進できる人材がいない ( 7.2%) 

６ 就業規則の変更や整備が難しい (13.9%) 

７ 取組み方法がわかならい ( 3.5%) 

８ その他 ( 6.1%) 

 

 

 

 

以上で質問は終わりです。御協力ありがとうございました。 

※調査票は９月１０日（火）までに、同封の封筒に入れて投函してください。 

 

調査結果の送付をご希望の事業所は、右欄に○をつけてください。 

調査結果がまとまり次第、概要をお送りいたします。 

 

なお、本調査の結果については山形県のホームページでも公表予定です。 

  （令和２年３月予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(N=912 事業所) (無回答 7.0%) 

(N=660 事業所) (無回答 1.7%) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 調査の結果 
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Ⅳ 調査の結果 

 

〔１〕労働時間・休日制度等について 

１ 平均週所定労働時間 

（１）週所定労働時間別事業所数割合 

週所定労働時間を区分別にみると、「38 時間超～40 時間以下」とする事業所の割合が最

も高く 73.4％、次いで「38 時間以下」が 19.5％、「44 時間超」が 4.0％、「42 時間超～44

時間以下」が 1.8％、「40 時間超～42 時間以下」が 1.3％の順となっている。 

週所定労働時間が 40 時間以下の事業所の割合は 92.9％となっている。 

（第１図・付表３－１） 

 

第１図 平均週所定労働時間 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

企業規模別にみると、５～29 人規模では 81.4％が「40 時間以下」であるが、30 人以上

の規模ではいずれも９割を超える事業所が「40 時間以下」となっている。 

（第２図・付表３－１） 

 

第２図 平均週所定労働時間（企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19.5%

73.4%

1.3%

1.8%

4.0% ［集計事業所数：897］

平均週所定

労働時間

39時間22分

38時間以下

38時間超～

40時間以下

40時間超～

42時間以下

42時間超～

44時間以下

44時間超

週40時間以下

92.9％

19.5 

26.1 

34.7 

18.2 

14.5 

14.5 

73.4 

71.8 

64.0 

81.4 

80.0 

66.9 

1.3 

1.6 

1.3 

0.0 

0.0 

3.0 

1.8 

0.0 

0.0 

0.0 

2.1 

4.8 

4.0 

0.5 

0.0 

0.5 

3.4 

10.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計

500人 以上

300～499人

100～299人

30～ 99人

5～ 29人
38時間以下

38時間超～

40時間以下

40時間超～

42時間以下

42時間超～

44時間以下

44時間超

［集計事業所数：897］
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産業分類別にみると、金融業、保険業で「38 時間以下」とする事業所の割合が最も高 

く 61.9％となっている。（第３図・付表３－１） 

 

第３図 平均週所定労働時間（産業分類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）１事業所平均週所定労働時間 

１事業所平均週所定労働時間は、39 時間 22 分となっている。 

産業分類別にみると、「製造業」が 39 時間 18 分、「非製造業」が 39 時間 24 分となって

おり、最も短いのは、「金融業、保険業」で 38 時間 9 分、最も長いのは、「鉱業、採石業、

砂利採取業」の 40 時間 42 分となっている。（第１表・付表３－２） 

 

 

 

 

19.5

11.1

22.7

22.1

10.5

20.0

13.3

15.8

37.5

61.9

20.2

12.1

12.5

17.4

18.4

18.3

16.7

73.4

82.2

72.7

75.9

89.5

66.7

66.7

78.9

62.5

38.1

71.9

75.8

87.5

82.6

77.2

62.2

66.7

1.3

2.2

4.5

1.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.7

3.0

0.0

0.0

0.0

4.9

0.0

1.8

0.0

0.0

0.7

0.0

6.7

6.7

0.0

0.0

0.0

3.4

0.0

0.0

0.0

1.8

1.2

0.0

4.0

4.4

0.0

0.0

0.0

6.7

13.3

5.3

0.0

0.0

2.8

9.1

0.0

0.0

2.6

13.4

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

38時間以下

38時間超～

40時間以下

40時間超～

42時間以下

42時間超～

44時間以下

44時間超

鉱 業 ， 採 石 業 ，
砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

不 動 産 業 ，
物 品 賃 貸 業

学 術 研 究 ， 専 門 ・
技 術 サ ー ビ ス 業

宿 泊 業 ，
飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス
業 ， 娯 楽 業

教 育 ，
学 習 支 援 業

医 療 ， 福 祉

複合サービス事業

サ ー ビ ス 業

合 計

［集計事業所数：897］
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（３）労働者１人平均週所定労働時間 

労働者１人平均週所定労働時間は、38 時間 55 分となっている。 

産業分類別にみると、「製造業」「非製造業」ともに 38 時間 55 分となっており、最も短

いのは、「金融業、保険業」で 37 時間 34 分、最も長いのは「運輸業、郵便業」の 40 時間

32 分となっている。（第１表・付表３－２） 

 

 

第１表 平均週所定労働時間（企業規模別、産業分類別） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所当たり
週所定労働時間

労働者１人当たり
週所定労働時間

39　時間　22分 38　時間　55分

5 ～ 29 人 39　時間　56分 39　時間　50分

30 ～ 99 人 39　時間　29分 39　時間　39分

100 ～ 299 人 39　時間　17分 39　時間　12分

300 ～ 499 人 38　時間　33分 38　時間　25分

500 人 以 上 38　時間　56分 38　時間　44分

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取業 40　時間　42分 39　時間　52分

建 設 業 40　時間　14分 39　時間　28分

製 造 業 39　時間　18分 38　時間　55分

電気・ガス・熱供給・水道業 38　時間　36分 38　時間　 8分

情 報 通 信 業 39　時間　23分 39　時間　 6分

運 輸 業 ， 郵 便 業 39　時間　 2分 40　時間　32分

卸 売 業 ， 小 売 業 39　時間　17分 38　時間　22分

金 融 業 ， 保 険 業 38　時間　 9分 37　時間　34分

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 38　時間　53分 38　時間　26分

学 術 研 究 ， 専 門 ・
技 術 サ ー ビ ス 業

39　時間　22分 39　時間　39分

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 40　時間　18分 40　時間　 3分

生活関連サービス業，娯楽業 39　時間　17分 39　時間　52分

教 育 ， 学 習 支 援 業 39　時間　 7分 38　時間　48分

医 療 ， 福 祉 39　時間　12分 38　時間　32分

複 合 サ ー ビ ス 事 業 38　時間　57分 39　時間　23分

サ ー ビ ス 業
（ 他 に 分 類 さ れ な い も の）

39　時間　42分 39　時間　38分

区　             　　分

　合　　      　　計

企
 
業

 
規
 
模

産
　
　
　
　
業
　
　
　
　
分
　
　
　
　
類

［集計事業所数：897］
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２ 週休制 

 

（２）週休制の実施形態別適用労働者数割合 

「何らかの週休２日制」が適用されている労働者の割合は 90.1％で、「電気・ガス・熱供

給・水道業」「金融業・保険業」「不動産業、物品賃貸業」「複合サービス事業」では

100.0％となっている。（第５図・付表５） 

第５図 週休制実施形態別適用労働者数割合（産業分類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）週休制の実施形態別事業所数割合 

週休制を実施形態別にみると、「何

らかの週休２日制」を採用している事

業所の割合が、85.0％で最も高くなっ

ている。（第４図・付表４） 

 

 第４図 週休制実施形態別事業所数割合 

 

 

   
週休１日制

2.4% 週休１日半制

2.2%

何らかの

週休２日制

85.0%

その他

10.4%

集 計

事業所数

911
何らかの

週休２日制

85.0％

0.4 

0.1 

0.0 

0.2 

0.0 

7.4 

2.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.7 

4.4 

0.0 

0.0 

0.0 

1.9 

7.6 

0.3 

0.2 

0.0 

0.2 

0.0 

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.2 

1.1 

0.0 

90.1 

89.4 

100.0 

91.2 

96.0 

66.7 

74.5 

94.6 

100.0 

100.0 

69.1 

80.7 

98.5 

100.0 

92.9 

82.3 

58.1 

9.2 

10.2 

0.0 

8.4 

4.0 

26.0 

21.8 

5.4 

0.0 

0.0 

28.0 

14.9 

1.5 

0.0 

7.0 

14.7 

34.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉱 業 ， 採 石 業 ，
砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

不 動 産 業 ，
物 品 賃 貸 業

学 術 研 究 ， 専 門 ・
技 術 サ ー ビ ス 業

宿 泊 業 ，
飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス
業 ， 娯 楽 業

教 育 ，
学 習 支 援 業

医 療 ， 福 祉

複合サービス事業

サ ー ビ ス 業

合 計

［集計労働者数：75,866］

週休１日

週休１日半制

何らかの

週休２日制

その他
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３ 休日・休暇 

（１）年次有給休暇 

年次有給休暇の新規の平均付与日数は平均 17.3 日、平均取得日数は 9.6 日で、付与日数

に対する取得日数の割合（取得率）は 55.7％となっている。 

企業規模別にみると、平均付与日数、平均取得日数とも、概ね企業規模が大きくなるに

つれて増加する傾向にある。 

産業分類別に平均取得率をみると、取得率が高いのは、「鉱業、採石業、砂利採取業」の

76.1％で、次いで「情報通信業」の 67.6％となっており、最も低いのは、「宿泊業、飲食

サービス業」の 19.8％となっている。（第２表・付表６） 

 

第２表 年次有給休暇の付与日数及び取得状況（企業規模別、産業分類別） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.3 日 9.6 日 55.7 ％

5 ～ 29 人 15.5 日 8.2 日 52.9 ％

30 ～ 99 人 16.4 日 7.6 日 46.7 ％

100 ～ 299 人 16.9 日 9.0 日 53.0 ％

300 ～ 499 人 18.1 日 10.1 日 55.9 ％

500 人 以 上 17.4 日 10.2 日 58.9 ％

鉱 業 ， 採 石業 ，砂 利採 取業 17.1 日 13.0 日 76.1 ％

建 設 業 16.9 日 7.3 日 43.2 ％

製 造 業 18.0 日 10.9 日 60.7 ％

電気・ガス・熱供給・水道業 18.5 日 10.6 日 57.2 ％

情 報 通 信 業 18.8 日 12.7 日 67.6 ％

運 輸 業 ， 郵 便 業 17.4 日 9.6 日 55.0 ％

卸 売 業 ， 小 売 業 16.5 日 7.0 日 42.5 ％

金 融 業 ， 保 険 業 18.3 日 9.7 日 53.2 ％

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 18.6 日 5.8 日 31.3 ％

学 術 研 究 ， 専 門 ・
技 術 サ ー ビ ス 業

16.7 日 9.3 日 55.5 ％

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 14.0 日 2.8 日 19.8 ％

生活関連サービス業，娯楽業 12.9 日 6.7 日 52.2 ％

教 育 ， 学 習 支 援 業 16.5 日 7.8 日 47.5 ％

医 療 ， 福 祉 16.7 日 8.8 日 52.6 ％

複 合 サ ー ビ ス 事 業 17.2 日 11.2 日 65.4 ％

サ ー ビ ス 業
（ 他 に 分 類さ れな いも の）

14.6 日 6.3 日 43.3 ％

［集計事業所数：752］

平 均 取 得 率

　合　　      　　計

企

 

業

 

規

 

模

産

　

　

業

　

　

分

　

　

類

区　             　　分 平 均 付 与 日 数 平 均 取 得 日 数
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第７図 年次有給休暇の取得単位別適用労働者数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年次有給休暇の取得単位 

年次有給休暇を半日単位で取得でき

る制度のある事業所数割合は 51.1％、

時間単位で取得できる事業所の割合は

31.5％となっている。 

（第６図・付表７－１） 

 

（３）年次有給休暇の取得単位別適用 

労働者数割合 

半日単位または時間単位で取得でき

る制度のある労働者数割合を産業分類

別にみると、「金融業、保険業」「教

育、学習支援業」「医療、福祉」では

割合が高く、「不動産業、物品賃貸業」

「生活関連サービス業、娯楽業」では

低くなっている。 

（第７図・付表７－２） 

 

 第６図 

 年次有給休暇の取得単位別事業所数割合 

 

 

   

半日単位で

取得できる

制度がある

51.1%

時間単位で

取得できる

制度がある

31.5%

制度がない

17.4%

集 計

事業所数

902

57.1 

68.1 

17.2 

22.5 

5.3 

26.7 

51.0 

8.7 

21.0 

97.0 

61.7 

57.7 

28.1 

44.4 

78.2 

55.3 

83.8 

37.3 

14.8 

76.8 

77.3 

94.1 

26.4 

9.1 

78.4 

27.0 

2.5 

23.9 

16.7 

67.9 

54.6 

19.3 

33.3 

0.0 

5.6 

17.1 

6.0 

0.2 

0.5 

46.9 

39.9 

12.9 

52.0 

0.5 

14.4 

25.5 

4.1 

1.0 

2.5 

11.4 

16.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉱 業 ， 採 石 業 ，
砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

不 動 産 業 ，
物 品 賃 貸 業

学 術 研 究 ， 専 門 ・
技 術 サ ー ビ ス 業

宿 泊 業 ，
飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス
業 ， 娯 楽 業

教 育 ，
学 習 支 援 業

医 療 ， 福 祉

複合サービス事業

サ ー ビ ス 業

合 計

［集計労働者数：75,042］

半日単位で取

得できる制度

がある

時間単位で取

得できる制度

がある

制度がない
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（４）年次有給休暇の計画的付与制度の有無 

年次有給休暇を計画的に付与する制度のある事業所の割合は 46.4％となっている。うち、

付与日数を「５～６日」とする事業所の割合が 73.4％と最も高く、１事業所あたりの計画

的付与日数の平均は５.３日となっている。(第８図・付表８－１、３) 
 

第８図 年次有給休暇の計画的付与別事業所数割合 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）年間休日 

１事業所の年間休日総数をみると、「年間 100 日以上」の休日を設定している事業所は、

全体の 79.6％であり、「70～100 日未満」の事業所は 19.5％となっている。 

企業規模別にみると、企業規模が大きくなるにつれて、年間休日総数が 100 日以上の

事業所の割合が高くなる傾向にあり、「5～29 人」規模では 61.2％であるのに対し、「500

人以上」規模では 96.2％となっている。（第９図・付表９－１） 

 

第９図 年間休日総数別事業所数割合（企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア １事業所平均の年間休日総数 

１事業所平均の年間休日総数は 109.4 日となっている。 

企業規模別にみると、企業規模が大きくなるにつれて年間休日総数は多くなっており、

「５～29 人」規模では 102.4 日であるのに対し、「500 人以上」規模では 117.1 日と、

14.7 日の差がある。 

制度がある

46.4%

制度がない

53.6%

集 計

事業所数

859

１～２日

5.8%

３～４日

8.3%

５～６日

73.4%

７～８日

3.0%

９～１０日

2.8%

１１日以上

3.3%

無回答

3.5%

集 計

事業所数

399
計画的付与日数

５日 69.4％

年次有給休暇の計画的付与日数年次有給休暇の計画的付与制度の有無

79.6 

96.2 

95.9 

87.6 

70.1 

61.2 

19.5 

3.3 

4.1 

11.9 

29.9 

36.4 

0.9 

0.5 

0.0 

0.5 

0.0 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計

500人 以上

300～499人

100～299人

30～ 99人

5～ 29人 100日以上

70日～

100日未満

69日以下

［集計事業所数：868］
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産業分類別にみると、年間休日総数が最も多いのは、「金融業、保険業」の 121.5 日、

最も少ないのは「生活関連サービス業、娯楽業」の 92.5 日となっている。 

（第３表・付表９－１） 

 

イ 労働者１人平均の年間休日総数 

労働者１人平均の年間休日総数は 116.3 日となっている。 

企業規模別にみると、企業規模が大きくなるにつれて年間休日総数は多くなっており、

「５～29 人」規模では 102.9 日であるのに対し、「500 人以上」規模では 121.1 日と、18.2

日の差がある。 

産業分類別にみると、年間休日総数が最も多いのは、「電気・ガス・熱供給・水道業」の

121.6 日、最も少ないのは「生活関連サービス業、娯楽業」の 88.8 日となっている。 

（第３表・付表９－２） 

 

第３表 年間休日総数の状況（企業規模別、産業分類別） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

109.4 日 116.3 日

5 ～ 29 人 102.4 日 102.9 日

30 ～ 99 人 106.1 日 107.5 日

100 ～ 299 人 111.2 日 112.2 日

300 ～ 499 人 115.9 日 118.4 日

500 人 以 上 117.1 日 121.1 日

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 96.5 日 100.7 日

建 設 業 99.0 日 99.4 日

製 造 業 113.0 日 118.1 日

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 120.1 日 121.6 日

情 報 通 信 業 115.5 日 120.6 日

運 輸 業 ， 郵 便 業 105.8 日 116.8 日

卸 売 業 ， 小 売 業 106.1 日 110.4 日

金 融 業 ， 保 険 業 121.5 日 119.5 日

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 108.8 日 109.9 日

学 術 研 究 ， 専 門 ・
技 術 サ ー ビ ス 業

112.3 日 114.4 日

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 94.8 日 100.6 日

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 92.5 日 88.8 日

教 育 ， 学 習 支 援 業 115.2 日 119.4 日

医 療 ， 福 祉 114.7 日 118.7 日

複 合 サ ー ビ ス 事 業 117.2 日 119.1 日

サ ー ビ ス 業
（ 他 に 分 類 さ れ な い も の ）

108.0 日 110.2 日

［集計事業所数：868］　［集計労働者数：73,347］

産

　
　
業

　
　
分

　
　
類

区　             　　分
１事業所

平均年間休日総数
労働者１人

平均年間休日総数

　合　　      　　計

企
 
業
 
規
 
模
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〔２〕育児休業制度等について 
 

  １ 育児休業制度について 
（１）育児休業制度の規定状況 

育児休業制度を就業規則に「規定している」事業所の割合は 87.5％で、「規定していない

が、整備を検討している」が 4.6％、「規定していないが、今後とも整備しない」が 7.1％

となっている。（第 10 図・付表 10） 

第 10 図 育児休業制度規定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）育児休業の取得可能期間 

育児休業制度について、最長で子が何歳になるまで利用できるかをみると、「１歳６ヶ月

未満」とする事業所の割合が 61.9％と最も高く、「１歳６ヶ月～３歳未満」が 30.6％、「満

３歳以上」が 1.4％となっている。（第 11 図・付表 11） 

 

第 11 図 育児休業取得可能期間 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規定して

いる＊＊

87.5%

規定していな

いが、整備を

検討している

4.6%

規定していな

いが、今後と

も整備しない

7.1%

無回答

0.8%

集 計

事業所数

912

子供が１歳

６ヶ月未満

61.9%

子供が１歳

６ヶ月～３

歳未満＊＊

＊30.6%

子供が満

３歳以上

1.4%

その他

1.8%
無回答

4.4%

集 計

事業所数

798
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（３）平成 30 年度中の出産予定女性従業員の有無 

平成 30 年度中に出産予定女性従業員がいた事業所の割合は 33.6％となっている。 

（第 12 図・付表 12） 

 

第 12 図 平成 30 年度中の出産予定女性従業員の有無 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）出産予定者の状況 

平成 30 年度中に出産予定だった女性従業員 905 人のうち、「出産を前に退職した者」は

12 人（1.3％）、「在職したまま出産した者」は 893 人（98.7％）となっている。 

在職したまま出産した者 893 人のうち、「産後休業取得中、あるいは取得後に退職した

者」は 14 人（1.6％）、「産後休業取得後、職場復帰した者」は 24 人（2.7％）、「産後休業

取得後、育児休業を取得した者」は 855 人（95.7％）となっている。（第 13 図・付表 13） 

 

第 13 図 出産予定者の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あり

33.6%

なし

65.1%

無回答

1.3%

集 計

事業所数

912

産後休業取得中、

あるいは取得後に

退職した者＊＊＊

1.6% (14人)

産後休業取得後、

直ちに職場復帰し

た者＊＊＊＊＊＊

2.7% (24人)

産後休業取得後、

育児休業を取得し

た者＊＊＊＊＊＊

95.7% (855人)

出産を前に

退職した者

12人

(1.3%)

在籍したまま

出産した者＊

893人

(100.0%)

在職したまま

出産した者＊

893人

(98.7%)

出産予定者 905人
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  （５）育児休業の取得状況について 

育児休業の取得率(※)を男女別にみると、女性は 95.7％（平成 30 年 96.5％）、男性は

6.7％（平成 30 年 5.0％）となっている。（第４表・付表 14） 

 
※出産者又は配偶者が出産した者に占める、育児休業取得者〔平成 30 年４月１日から平成 31 年３月 31 日ま

での１年間の出産者又は配偶者が出産した者のうち、令和元年８月 31 日までに育児休業を開始（申出をして

いる者を含む）した者〕の割合 

 

第４表 育児休業の取得状況 

 

 

 

 

 

出産者

（人）

育児休業
取 得 者

（人）

育児休業
取 得 率

（％）

配偶者が
出産した
者＊＊＊
（人）

育児休業
取 得 者

（人）

育児休業
取 得 率

（％）

893 855 95.7 884 59 6.7

5 ～ 29 人 28 26 92.9 21 4 19.0

30 ～ 99 人 50 45 90.0 48 3 6.3

100 ～ 299 人 238 223 93.7 291 15 5.2

300 ～ 499 人 179 177 98.9 193 6 3.1

500 人 以 上 398 384 96.5 331 31 9.4

鉱 業 ， 採 石業 ，砂 利採 取業 0 0 0.0 0 0 0.0

建 設 業 8 5 62.5 45 1 2.2

製 造 業 281 274 97.5 490 39 8.0

電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0.0 12 0 0.0

情 報 通 信 業 8 8 100.0 15 0 0.0

運 輸 業 ， 郵 便 業 11 11 100.0 22 2 9.1

卸 売 業 ， 小 売 業 30 26 86.7 43 1 2.3

金 融 業 ， 保 険 業 6 6 100.0 26 0 0.0

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 1 0 0.0 1 0 0.0

学 術 研 究 ， 専 門 ・
技 術 サ ー ビ ス 業

4 4 100.0 12 3 25.0

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 14 13 92.9 7 0 0.0

生活関連サービス業，娯楽業 2 2 100.0 3 2 66.7

教 育 ， 学 習 支 援 業 58 56 96.6 6 0 0.0

医 療 ， 福 祉 414 399 96.4 157 9 5.7

複 合 サ ー ビ ス 事 業 17 15 88.2 20 1 5.0

サ ー ビ ス 業
（ 他 に 分 類さ れな いも の）

39 36 92.3 25 1 4.0

［集計事業所数：[女性]306　[男性]850］

産

　

　

業

　

　

分

　

　

類

　合　　      　　計

企

 

業

 

規

 

模

女　　　性 男　　　性

区　　　　分
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２ その他の出産・育児に関する休暇制度について 

（１）配偶者出産休暇制度の規定状況 

配偶者出産休暇制度を設けている事業所の割合は 50.1％となっており、企業規模別にみ

ると、企業規模が大きくなるにつれて、制度を設けている事業所の割合が高くなっている。

（第 14 図、付表 15） 

 

第 14 図 配偶者出産休暇制度規定状況（企業規模別） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）配偶者出産休暇制度の付与形態及び取得可能日数 

 配偶者出産休暇制度について、付与形態をみると、「有給」とする事業所の割合が

82.9％「無給」が 11.4％となっている。 

また、取得可能日数をみると「4 日以下」とする事業所の割合が 80.7％、「5～9 日」が

9.2％となっている。（第 15 図、付表 16） 

 

第 15 図 配偶者出産休暇制度の付与形態、取得可能日数及び取得率 

 

50.1 

71.2 

70.7 

67.1 

38.1 

22.7 

48.0 

27.2 

28.0 

31.5 

60.5 

74.4 

1.9 

1.6 

1.3 

1.4 

1.4 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計

500人 以上

300～499人

100～299人

30～ 99人

5～ 29人
あり

なし

無回答

［集計事業所数：912］

有 給

82.9%

無 給

11.4%

無回答

5.7%

集 計

事業所数

457

４日以下

80.7%

５～９日

9.2%

10日以上

0.2%

無回答

9.8%

集 計

事業所数

457

取 得 可 能 日 数配偶者出産休暇の形態

男性配偶者出産休暇制度取得率

53.5％52.9％ 
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（３）配偶者出産時の育児目的休暇制度の規定状況 

配偶者出産時の育児目的休暇制度を設けている事業所の割合は 65.7％となっており、企

業規模別にみると、企業規模が大きくなるにつれて、制度を設けている事業所の割合が高

くなっている。（第 16 図、付表 17） 

 

第 16 図 配偶者出産時の育児目的休暇制度規定状況（企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）配偶者出産時の育児目的休暇制度の実施形態 

配偶者出産時の育児目的休暇制度について、実施形態をみると、「育児・介護休業法で定

める育児休業」とする事業所の割合が 90.2％、「企業独自の配偶者出産時の育児目的休暇制

度」が 13.7％となっている。（第 17 図、付表 18） 

    

 

  第 17 図 配偶者出産時の育児目的休暇制度の実施形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65.7 

89.5 

89.3 

80.6 

69.4 

28.9 

33.1 

9.4 

9.3 

18.5 

29.3 

69.7 

1.2 

1.0 

1.3 

0.9 

1.4 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計

500人 以上

300～499人

100～299人

30～ 99人

5～ 29人
あり

なし

無回答

［集計事業所数：912］

90.2%

13.7%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

［集計事業所数：599］

育児・介護休業法で定める育児休業

無回答

企業独自の配偶者出産時の育児
目的休暇制度
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（５）子の看護休暇制度の規定状況 

子の看護休暇制度を設けている事業所の割合は 71.9％となっており、企業規模別にみる

と、概ね企業規模が大きくなるにつれて制度を設けている事業所の割合が高くなる傾向に

ある。（第 18 図・付表 19） 

 

  第 18 図 子の看護休暇制度の規定状況（企業規模別） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）子の看護休暇制度の付与形態及び取得可能日数 

子の看護休暇制度について、付与形態をみると「有給」とする事業所の割合が 40.5％、

「無給」が 55.9％となっている。 

また、有給の条件での取得可能日数をみると「５日～９日」とする事業所の割合が

50.0％、「10 日以上」が 25.6％となっている。（第 19 図・付表 20） 

 

第 19 図 子の看護休暇制度の付与形態、有給条件での取得可能日数 

 

 

71.9 

89.0 

96.0 

89.2 

73.5 

39.0 

10.0 

3.7 

1.3 

4.5 

11.6 

20.2 

17.0 

5.8 

2.7 

5.9 

15.0 

38.6 

1.1 

1.6 

0.0 

0.5 

0.0 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計

500人 以上

300～499人

100～299人

30～ 99人

5～ 29人 規定している

規定していない

が、整備を検討

している

規定していない

が、今後とも整

備しない

無回答

［集計事業所数：912］

有 給

40.5%

無 給

55.9%

無回答

3.5%

集 計

事業所数

656

４日以下

1.5% ５～９日

50.0%

10日以上

25.6%

無回答

22.9%

集 計

事業所数

266

有給の条件での取得可能日数子の看護休暇制度の付与形態
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  （７）子の看護休暇制度の利用状況 

子の看護休暇制度について、「利用者なし」78.5％、「利用者あり」18.0％となっており、

子の看護休暇制度の利用者を男女比でみると、男性 25.4％、女性 74.6％となっている 

（第 20 図・付表 22） 

 

第 20 図 子の看護休暇制度の取得実績、男女別取得人数・割合 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 子どもを持つ労働者に対する支援制度について 
子どもを持つ労働者に対して、勤務時間短縮等の支援制度を導入している事業所の割合

は 85.2％、導入していないが 10.0％となっている。 

導入している制度の内容としては、「短時間勤務制度」次いで「所定外労働をさせない制

度」が多くなっている。 

利用実績としては「事業所内託児所の設置運営やこれに準ずる便宜の供与」、次いで「フ

レックスタイム制度」の利用が多くなっている。 

（第 21、22 図・付表 23－1、2、3、4、5、6、7） 

 

      第 21 図 子どもを持つ労働者に対する支援制度の有無 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者あり

18.0%

利用者なし

78.5%

無回答

3.5%

集 計

事業所数

656

0人

100人

200人

300人

400人

500人

600人

700人

800人

女性取得人数 男性取得人数

689人

(74.6%)

235人

(25.4%)

子の看護休暇制度「利用あり」の事業所

18.0％（118事業所）

有

85.2%

無

10.0%

無回答

4.8%

集 計

事業所数

912
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第 22 図 子どもを持つ労働者に対する支援制度の導入状況 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.3 

27.1 

2.3 

13.8 

2.2 

41.4 

40.2 

0.1 

1.1 

0.8 

1.2 

0.4 

1.5 

1.6 

1.9 

0.4 

2.6 

5.7 

0.4 

13.5 

18.9 

0.4 

0.2 

1.0 

8.1 

4.5 

11.7 

5.9 

25.7 

63.2 

80.9 

59.9 

79.9 

22.0 

23.2 

71.6 

8.0 

12.4 

11.3 

12.5 

9.8 

10.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

［集計事業所数：945］

事業所内託児所の設置運営や
これに準ずる便宜の供与

所定外労働をさせない制度

短時間勤務制度

フレックスタイム制度

始業・終業時間の繰上げ、繰
下げ

「１歳６ヶ月以上の子」を対
象とする育児休業

その他

３歳に達するまで

３歳～小学校就学前

の一定の年齢まで

小学校就学の始期に

達するまで

小学校入学後も利

用可能

制度なし

無回答

［集計事業所数：912］

24.0 

10.6 

62.3 

29.3 

34.8 

24.4 

13.8 

56.0 

52.1 

23.0 

57.0 

47.8 

64.5 

74.8 

20.0 

37.3 

14.8 

13.7 

17.4 

11.1 

11.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用あり

利用なし

無回答

事業所内託児所の設置運営や
これに準ずる便宜の供与

所定外労働をさせない制度

短時間勤務制度

フレックスタイム制度

始業・終業時間の繰上げ、繰
下げ

「１歳６ヶ月以上の子」を対
象とする育児休業

その他

［集計事業所数：608］

［集計事業所数：622］

［集計事業所数： 69］

［集計事業所数： 263］

［集計事業所数： 61］

［集計事業所数：263］

［集計事業所数： 25］

各支援制度の有無

各支援制度の利用実績
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〔３〕 介護休業制度について 

 

１ 介護休業制度の規定状況 
介護休業制度を就業規則に「規定している」事業所の割合は 81.4％、「規定していないが、

整備を検討している」が 7.6％、「規定していないが、今後とも整備しない」が 9.6％と

なっている。（第 23 図・付表 24） 

    第 23 図 介護休業制度の規定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 介護休業の取得可能期間 

介護休業制度について、最長でどのくらいの期間取得できるかをみると、「93 日間」とす

る事業所の割合が 76.8％と最も高く、次いで「６ヶ月以上」が 11.7％、「94 日～６ヶ月未

満」が 4.4％となっている。（第 24 図・付表 25） 

    第 24 図 介護休業取得可能期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規定して

いる＊＊

81.4%

規定してい

ないが、整

備を検討し

ている＊＊

7.6%

規定してい

ないが、今

後とも整備

しない＊＊

9.6%

無回答

1.4%

集 計

事業所数

912

93日間

76.8%

９４日～＊

６ヶ月未満

4.4%

６ヶ月以上

11.7%

その他

4.9%

無回答

2.2%

集 計

事業所数

742
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３ 介護休業の取得状況 

介護休業の取得状況をみると、「利用者あり」とする事業所の割合は 6.1％、利用者の内

訳は女性 74.0％、男性 26.0％となっている。 

（第 25 図・付表 26） 

 

    第 25 図 介護休業取得状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔４〕女性従業員の働く環境について 
１ 管理職の登用について 
（１）女性管理職の登用状況 

女性管理職がいる事業所の割合は全体の 56.1％である。役職別にみると、役員は 20.8％、

部長相当職は 13.5％、課長相当職は 23.9％、係長相当職が 33.0％となっている。 

（第 26 図・付表 27） 

 

     第 26 図 女性管理職を有する事業所数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者あり

6.1%

利用者なし

91.0%

無回答

3.0%

集 計

事業所数

742

0人

20人

40人

60人

女性取得人数 男性取得人数

37人

(74.0%)

13人

(26.0%)

介護休業「利用者あり」の事業所

6.1％（45事業所）

女性管理職が

いる事業所＊

512事業所

(56.1%)

女性管理職が

いない事業所

338事業所

(37.1%)

［集計事業所数：912］

役 職 別

20.8%

13.5%

23.9%

33.0%

0%

10%

20%

30%

40%

役員 部 長

相当職

課 長

相当職

係 長

相当職
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（２）役職別の管理職者に占める女性管理職者の割合 

役職別に管理職者に占める女性管理職者の割合をみると、役員は 16.8％、部長相当職は

11.8％、課長相当職は 15.0％、係長相当職は 26.9％となっている。 

（第 27 図・付表 28、30） 

 

    第 27 図 役職別の管理職者に占める女性管理職者割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 男女労働者間の格差解消について 
（１）男女労働者間の格差解消措置の実施状況 

男女労働者間に事実上生じている格差を解消するための措置について、「既に取り組んで

いる」とする事業所の割合が 40.1％、「今後取り組む予定」が 10.4％、「今のところ取り組

む予定がない」20.5％、「今後の予定についてはわからない」が 25.8％となっている。 

（第 28 図・付表 31） 

      

第 28 図 男女労働者間の格差解消措置の実施状況 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.8%

11.8%

15.0%

26.9%

0.3% 0.3% 0.7% 1.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

役員 部長相当職 課長相当職 係長相当職役 員 部長相当職 課長相当職 係長相当職

うち女性管理職／管理職

うち女性管理職／労働者数

集計管理職数［役員総数：1,490］［部長相当職総数：1,645］［課長相当職総数：3,628］［係長相当職総数：4,363］

集計労働者数［集計労働者数：75,892］

既に取り組ん

でいる＊＊＊

40.1%

今後取り組む

予定＊＊＊＊

10.4%

今のところ取

り組む予定が

ない＊＊＊＊

20.5%

今後の予定に

ついてはわか

らない＊＊＊

25.8%

以前は取り

組んでいた

0.1%

無回答

3.1%

集 計

事業所数

912
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（２）男女労働者間の格差解消措置の取り組み内容 

「既に取り組んでいる」または「今後取り組む予定」とした事業所の取り組み内容（複

数回答可）をみると、「女性がいない又は少ない職務・役職への、女性の積極的な登用」と

する事業所が 35.4％と最も高くなっている。 

（第 29 図・付表 32） 

    

第 29 図 格差解消措置の取り組み内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）男女労働者間の格差解消措置に取り組まない理由 

男女労働者間の格差解消措置に取り組まない理由として「すでに女性は十分に活躍して

いると思うため」とする事業所が 64.4％と最も高くなっている。（第 30 図・付表 33） 

    

第 30 図 格差解消措置に取り組まない理由 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.5%

29.3%

35.4%

9.1%

17.1%

23.9%

5.0%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80%

担当部局や責任者等の企業内の推進体制の整備

女性がいない又は少ない職務への、女性の積極的な募集・採用

女性がいない又は少ない職務・役職への、女性の積極的な登用

女性がいない又は少ない職務・役職に、女性が従事するための教育訓
練の実施

仕事と家庭の両立のための制度（法律を上回る）の整備・活用
促進

男女の役割分担意識の解消のための啓発、性差を補う設備の設置等、
働きやすい環境整備

その他

無回答 ［集計事業所数：461］

男女労働者間格差を解消するための取り組みをしている事業所

50.5％（461事業所）

6.4%

6.9%

64.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.5%

19.7%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80%

［集計事業所数：188］

経営者（トップ）の意識が伴わないため

業績に直接反映しないため

すでに女性は十分に活躍していると思うため

ポジティブアクションの手法がわからないため

コストがかかるため

その他

無回答

男性からの理解が得られないため

中間管理職や現場管理職の意識が伴わないため

男女労働者間格差を解消するための取り組みを予定していない・以前取り組んでいた事業所

20.6％（188事業所）
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３ マタニティハラスメント対策について 
職場のマタニティハラスメント防止対策を実施している事業所は 64.0％であり、防止対

策は「相談・苦情窓口の設置」45.2％、「就業規則などの社内規定に盛り込んだ」36.5％な

どとなっている。（第 31 図、付表 34） 

 

第 31 図 職場のマタニティハラスメント防止対策の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔５〕職場のハラスメント対策について 
職場のパワーハラスメント防止対策を実施している事業所は 74.2％であり、防止対策は

「相談・苦情窓口の設置」54.2％、「就業規則などの社内規定に盛り込んだ」48.8％などと

なっている。 

職場のセクシャルハラスメント防止対策を実施している事業所は 78.7％であり、防止対

策は、「相談・苦情窓口の設置」57.2％、「就業規則などの社内規定に盛り込んだ」57.6％

などとなっている。（第 32 図、付表 35、36） 

 

  第 32 図 職場のハラスメント防止対策の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.2%

45.2%

36.5%

13.3%

2.3%

28.8%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80%

［集計事業所数：912］

トップの宣言、会社の方針に定めた

その他

無回答

相談・苦情窓口の設置

就業規則などの社内規定に盛り込んだ

管理職や一般社員を対象にマタハラについての講
演や研修会の実施

実施していない

36.5%

54.2%

48.8%

26.5%

3.2%

20.3%

5.5%

38.8%

57.2%

57.6%

25.8%

2.6%

18.0%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80%

［集計事業所数：912］

トップの宣言、会社の方針に定めた

その他

無回答

相談・苦情窓口の設置

就業規則などの社内規定に盛り込んだ

管理職や一般社員を対象にハラスメン
トについての講演や研修会の実施

実施していない

パワーハラスメント

セクシャルハラスメント
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〔６〕人材不足の状況について 
正社員が「不足」している事業所は 57.3％、非正規社員が「不足」している事業所は

41.1％となっている。（第 33、34 図・付表 37-1、2） 
 

第 33 図 正社員の過不足状況        第 34 図 非正規社員の過不足状況  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

〔７〕非正規労働者の正社員化について 
１ 非正規社員から正社員への転換を推進する措置の規定状況 

非正規社員から正社員への転換を就業規則に規定している事業所は 38.2％、就業規則以

外の方法で実施している事業所は 31.7％となっている。 

（第 35 図・付表 38） 

 

第 35 図 非正規社員から正社員への転換を推進する措置の規定状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常に

不足＊

9.5%

不足

20.4%

やや不足

27.4%

適正

36.8%

やや過剰

2.6%

過剰

0.2%

非常に

過剰＊

0.2%

無回答

2.7%

【正社員】

集 計

事業所数

912

非常に

不足＊

8.6%

不足

13.4%

やや不足

19.1%

適正

39.4%

やや過剰

2.3%

過剰

0.5%

非常に

過剰＊

0.1%

無回答

16.7%

【非正規社員】

集 計

事業所数

912

就業規則、労働

協約に規定して

いる＊＊＊＊＊

38.2%

就業規則、労働

協約以外の方法

で実施している

31.7%

実施してい

ない＊＊＊

26.3%

無回答

3.8%

集 計

事業所数

912
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２ 非正規社員から正社員への転換状況 
非正規社員を雇用している事業所は 60.4％であり、うち、過去１年間に非正規社員から

正社員への転換を行った事業所は、32.3％となっている。（第 36 図・付表 39） 

 

第 36 図 非正規社員から正社員への転換が行われた事業所数割合 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔８〕働き方改革について 
１ 働き方改革への取り組み実施状況 

働き方改革への取り組みについて、「既に実施している」事業所は 72.4％、「今後実施する

予定がある」事業所は 17.9％となっている。（第 37 図・付表 40） 
 

第 37 図 働き方改革への取り組み実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非正規社員

を雇用した

事業所数＊

60.4%

非正規社員

を雇用して

いない事業

所数＊＊＊

29.8%

無回答

9.8%

集 計

事業所数

912

既に実施して

いる＊＊＊＊

72.4%

今後実施する

予定がある＊

17.9%  

実施していな

い。また、今

後実施する予

定もない＊＊

8.8%

無回答

1.0%

集 計

事業所数

912

正社員への

転換が行わ

れた事業所

数＊＊＊＊

32.3%

正社員への

転換が行わ

れなかった

事業所数＊

67.7%

集 計

事業所数

551

非正社員を雇用した事業所

（551事業所）
非正規社員を雇用した事業所 

（551 事業所） 



43 

 

２ 働き方改革への取り組み内容 

「既に実施している」または「今後実施する予定がある」事業所における取り組みの内容

として最も多いのは、「有給休暇の取得促進」で 92.0％、次いで「長時間労働の削減」69.4％、

「労働時間の状況把握」52.5％などとなっている。（第 38 図・付表 41） 

 

第 38 図 働き方改革への取り組み内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 長時間労働の削減についての取り組み内容 

「長時間労働の削減」に取り組む事業所における具体的な内容は、「業務分担や仕事の進め

方の見直し」60.8％、「時間外労働時間の目標設定や事前承認制度の導入」49.4％、「ノー残

業デーの設定」36.6％などとなっている。（第 39 図・付表 42） 

 

第 39 図 長時間労働の削減内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

69.4%

92.0%

16.6%

5.0%

52.5%

26.7%

15.6%

4.5%

2.3%

7.4%

0.2%

1.2%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

［集計事業所数：823］

長時間労働の削減

有給休暇の取得促進

非正規雇用労働者の処遇改善

勤務間インターバル制度の導入

労働時間の状況把握

子育て・介護等と仕事の両立支援

病気の治療と仕事の両立支援

テレワークの推進

副業・兼業の推進

フレックスタイム制度の推進

高度プロフェッショナル制度の導入

その他

無回答

働き方改革についての取り組みを既に実施している、今後実施する予定の事業所

90.3％（823事業所）

36.6%

17.3%

33.1%

49.4%

60.8%

8.4%

15.1%

13.5%

3.9%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

［集計事業所数：571］

業務繁閑に応じた営業時間、営・休業日の設定

ノー残業デーの設定

変形労働時間制度の導入

業務分担や仕事の進め方の見直し

時間外労働時間の目標設定や事前承認制度の導入

取引先との発注方法やスケジュールなどの見直し

ＩＴ環境の活用

週休日又は週休日以外の休日の増加

その他

無回答

長時間労働の削減の取り組みを既に実施している、今後実施する予定の事業所

69.4％（571事業所）



44 

 

４ 働き方改革への取り組み実施効果 
「既に実施している」事業所における、働き方改革に取り組んだことによる効果としては、

「従業員の心身の健康の向上」が 37.9％と最も高く、次いで「従業員満足度の向上」35.0％

となっている。一方で、「特に効果は感じられない」とする事業所は 26.2％となっている。

（第 40 図・付表 43） 

 

第 40 図 働き方改革への取り組み実施効果 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 働き方改革に取り組むうえでの問題点 
働き方改革に取り組むうえでの問題点としては、「人員に余裕がない」が 62.3％と最も高く、

次に「人事労務管理が煩雑になる」が 33.4％、「コストがかかる」が 24.8％となっている。 

（第 41 図・付表 44） 

 

第 41 図 働き方改革に取り組むうえでの問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.9%

35.0%

22.9%

16.7%

10.3%

15.2%

26.2%

1.7%

0% 20% 40% 60%

［集計事業所数：660］

従業員の心身の健康の向上

人材の確保・定着化や離職防止

生産性の向上

企業イメージの向上

コスト削減

特に効果は感じられない

無回答

従業員満足度の向上

働き方改革についての取り組みを既に実施している事業所

72.4％（660事業所）

62.3%

33.4%

24.8%

19.6%

7.2%

13.9%

3.5%

6.1%

7.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

［集計事業所数：912］

人事労務管理が煩雑になる

取引先との関係や業界慣例などの外的要因

推進できる人材がいない

就業規則の変更や整備が難しい

取組み方法がわかならい

その他

無回答

コストがかかる

人員に余裕がない

取り組み方法がわからない 


